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※複数項目に分ける場合には、項目ごとに様式を分けて記入する。

　目標を設定するに至った現状と課題

介護保険事業支援計画に記載した、市町村が行う自立支援、介護予防又は重度化防止及び介護
給付の適正化に関する取組の支援についての目標（令和６年度）に対する自己評価結果

宮崎県

ア　取組の支援についての自己評価結果

　項目名

地域包括ケアシステムの体制整備

●管内全保険者にて、自立支援型地域ケア会議が実施されており、自立支援に資するケアマネジメントの実
践力を高めている。

●全保険者に設置されている生活支援コーディネーターを中心に、協議体や自立支援型地域ケア会議が連携
を図りながら、地域に不足するサービスの創出等の生活支援体制の整備を進めている。

ウ　まとめ（ア及びイから考察した現状・課題と対応策）

●これまでの取組により、自立支援型地域ケア会議は浸透してきている。引き続き、地域ケア会議の機能強化
に向けた支援を行うとともに、今後は、個別事例に留まらず域内全体の課題解決に取り組む「地域ケア推進会
議」の普及促進に取り組む。

●現在、市町村における生活支援の取組に係る支援（研修等）に取り組んでいるが、高齢化などに伴い、地
域の担い手も減少していくことが見込まれる中、いかにして地域の実情に応じた取組を推進するかが課題であ
る。

本県は全国平均よりも速いペースで高齢化が進んでいる一方で、総人口は平成９年以降減少傾
向にあり、高齢者を支える世代が減少している。今後増加していくと予想される高齢者世帯や
単独世帯の高齢者への対策が課題となっている。

　取組の実施内容、実績

●自立支援型地域ケア会議の推進
・地域包括支援センターの機能強化支援（県内の先進的な地域包括支援センターで他市町村の地域包
括支援センター職員等の現地研修を実施）：４市受講
・市町村職員及び地域包括支援センター職員等を対象とした研修会：１回実施

●生活支援の体制整備
・市町村職員及び生活支援コーディネーターを対象とした研修会：２回実施
・生活支援等の取組を行う団体の経費の支援：１団体に補助

　自己評価

●自立支援型地域ケア会議実施市町村数：２６／２６市町村（令和７年４月１日現在）
●地域ケア会議で、個別事例に留まらず域内全体の課題に取り組む市町村数：
　１３／２６市町村（令和７年３月末現在）
●協議体の設置状況：１９／２６市町村（令和７年４月１日現在）

イ　管内保険者の自己評価結果の概要


